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（証券コード９３５３）
2022 年 ６ 月 13 日

株 主 各 位
大阪市此花区梅町一丁目１番11号

櫻 島 埠 頭 株 式 会 社
代表取締役社長 松 岡 眞

第80回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第80回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
なお、コロナウイルス感染防止の観点から、株主総会当日のご来場は、感染回避のため自粛もご検討いただ

き、書面による議決権行使のご活用をお願いいたします。つきましては、お手数ながら後記の株主総会参考書類
をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年６月27日（月曜日）
午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 2022年６月28日（火曜日）午前10時
2. 場 所 大阪市福島区福島五丁目6番16号 ホテル阪神 10階 クリスタルルーム

開催場所が昨年と異なりますので、お間違えのないようご来場ください。
3. 目的事項
報告事項 1.第80期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2.第80期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役６名選任の件
第４号議案 監査役１名選任の件
第５号議案 補欠監査役２名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎株主総会にご出席された株主様へのお土産は、取りやめさせていただいております。
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申しあげます。
◎法令及び当社定款第14条の規定に基づき、連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につき
ましては、インターネット上の当社ホームページ（http://www.sakurajima-futo.co.jp/）に掲載して
おりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。
なお、本招集ご通知の添付書類に記載しております連結計算書類及び計算書類は、会計監査人及び監査
役が会計監査報告及び監査報告の作成に際して監査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット
上の当社ホームページ（http://www.sakurajima-futo.co.jp/）に掲載させていただきます。

新型コロナウイルス感染防止に向けた対応について

本通知発送時も新型コロナウイルスの感染防止に関しては、政府自治体より然るべき感染防止対
策が必要とされておりますので、株主総会当日のご来場は、感染回避のため自粛もご検討いただ
き、書面による議決権行使のご活用を推奨申しあげます。
また、ご高齢の方、基礎疾患のある方、妊娠されている方、体調のすぐれない方は、特に慎重な

ご判断をお願い申しあげます。
本年はホテルでの株主総会開催を予定しておりますが、会場内は大阪府の要請を参考にしなが

ら、座席間隔を取った配置とさせていただきます。また、ご来場の株主様におかれましては、会場
入口付近等での検温、アルコール消毒液の使用並びにマスクの着用について、ご協力をお願いいた
します。
その他、株主の皆様へのお願い、並びに当社の対応については、当社ホームページ

（http://www.sakurajima-futo.co.jp/）に掲載しております「第80回定時株主総会における新型
コロナウイルス感染防止に向けた対応について」をご覧いただきますようお願い申しあげます。
なお、今後の状況変化によっては、当社ホームページにて、上記の内容を更新いたしますので、

適宜ご確認いただければ幸いに存じます。
何卒、特段のご理解とご協力を賜りますよう、心よりお願い申しあげます。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件
期末配当に関する事項
当社は、安定的な配当を継続することを利益配分の基本方針とし、経営の安定性と財務体質の維持、強
化を重視する観点から、内部留保の確保と当期純利益の見通しを考慮して配当金額を決定しております。
第80期の剰余金の配当につきましては、上記方針に基づき、事業環境の動向、財務状況等を総合的に
勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき20円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は30,025,200円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2022年６月29日といたしたいと存じます。

第２号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由
（１）株主総会資料の電子提供制度の導入
「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する株主総

会資料の電子提供制度の施行日が2022年9月1日とされたことに伴い、株主総会参考書類等の内容で
ある情報について電子提供措置をとる旨及び書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項
の範囲を限定することができる旨を設けるものであります。
また、現行の株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定は不要となるため、こ
れを削除するとともに、これらの変更に伴う効力発生日等に関する附則を設けるものであります。

（２）監査役の員数及び選任に関する規定の追加
当社定款第26条に補欠監査役の選任の規定を追加するものであります。

２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。
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（下線は変更部分を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案
（株主総会参考書類等のインターネット開示とみな
し提供）
第14条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主

総会参考書類、事業報告、計算書類およ
び連結計算書類に記載または表示をすべ
き事項に係る情報を、法務省令に定める
ところに従いインターネットを利用する
方法で開示することにより、株主に対し
て提供したものとみなすことができる。

（新設）

（削除）

（電子提供措置等）
第14条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主

総会参考書類等の内容である情報につい
て、電子提供制度をとるものとする。

２. 当会社は、電子提供措置をとる事項のう
ち法務省令で定めるものの全部または一
部について、議決権の基準日までに書面
交付請求した株主に対して交付する書面
に記載しないことができる。
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現 行 定 款 変 更 案
（監査役の員数および選任）
第26条 当会社の監査役は４名以内とし、株主総

会の決議によって選任する。
２. 監査役の選任決議は、議決権を行使する
ことができる株主の議決権の３分の１以
上を有する株主が出席し、その議決権数
の過半数をもって行う。

３. （新設）

４. （新設）

（新設）

（監査役の員数および選任）
第26条 当会社の監査役は４名以内とし、株主総

会の決議によって選任する。
２. 監査役の選任決議は、議決権を行使する
ことができる株主の議決権の３分の１以
上を有する株主が出席し、その議決権数
の過半数をもって行う。

３. 当会社は、法令または定款に定める監査
役の員数を欠くことになる場合に備え、
株主総会において補欠監査役を選任する
ことができる。

４. 補欠監査役の選任決議の定足数は、本条
第２項の規定を準用する。

（附則）

１. 変更前定款第14条（株主総会参考書類
等のインターネット開示とみなし提供）
の削除及び変更後定款第14条（電子提
供措置等）の新設は、2022年9月1日か
ら効力を生ずるものとする。

２. 前項の規定にかかわらず、2023年2月
末日までの日を株主総会の日とする株主
総会については、変更前定款第14条
（株主総会参考書類等のインターネット
開示とみなし提供）はなお効力を有す
る。

３. 本附則は、2023年3月1日または前項の
株主総会の日から３か月を経過した日の
いずれか遅い日後にこれを削除する。
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第３号議案 取締役６名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役全員（６名）は任期満了となりますので、取締役６名の選任をお願い

するものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏名 現在の当社における地位 取締役会

出席状況

1 松 岡 眞 再任 代表取締役社長執行役員 13回/13回
（ 100 ％）

2 谷 本 祐 介 再任 取締役専務執行役員 13回/13回
（ 100 ％）

3 佐 藤 禎 広 再任 取締役常務執行役員 13回/13回
（ 100 ％）

4 藤 井 守 再任 取締役執行役員
10回/10回
（ 100 ％）
2021年6月就任後

5 種 村 泰 一 再任 社外 独立 取締役 13回/13回
（ 100 ％）

6 德 平 隆 之 新任 社外 独立 ― ―

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

1

松
ま つ お か

岡 眞
まこと

（1958年12月15日生）

再任

1981 年４月 住友商事株式会社入社
2004 年４月 同社無機化学品第２部長
2011 年４月 韓国住友商事株式会社 資源化学品副本部長、常務理

事資源化学品本部長
2016 年１月 ソーダアッシュジャパン株式会社代表取締役社長
2018 年４月 当社入社 マーケティング部長
2019 年６月 当社取締役執行役員 営業部・業務部・マーケティン

グ部担当
2020 年６月 当社代表取締役社長執行役員 内部監査室・営業部・

マーケティング部担当
2021 年６月 当社代表取締役社長執行役員 内部監査室・営業部担

当（現在に至る）

1,300株

【取締役候補者とした理由】
松岡眞氏を取締役の候補者とした理由は、営業部門、業務部門並びにマーケティング部門の豊富な業務経験と高い見識を

もとに、2020年の社長就任以降は、社長として当社グループの経営を牽引し、第3次中期経営計画「構造変化への挑戦」
（2022年度〜2024年度）の目標達成に向けて、引き続き当社グループの持続的な成長と企業価値の向上の実現を図り、グ
ループ全体の監督を適切に行うことができるものと判断したためであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

2

谷 本 祐 介
た に も と ゆ う す け

（1960年4月30日生）

再任

1983 年４月 三菱商事株式会社入社
1996 年10月 米国三菱商事会社 出向
2000 年12月 三菱商事株式会社 リスクマネジメント部
2009 年６月 同社 コーポレート部門管理部
2011 年５月 同社 監査部 部長代行 兼 監査室長
2016 年６月 日東富士製粉株式会社 出向

取締役常務執行役員 管理本部長 兼 業務監査室担
当

2020 年６月 当社取締役常務執行役員 経理部・営業部（特命）・業
務部担当

2021 年６月 当社取締役専務執行役員 コーポレート（総務部・経
理部統括）・営業部（特命）担当（現在に至る）

900株

【取締役候補者とした理由】
谷本祐介氏を取締役の候補者とした理由は、経理部門、営業部門並びに業務部門の豊富な業務経験と高い見識をもとに、

引き続き取締役として当社グループの持続的な成長と企業価値の向上の実現を図るとともに、グループ全体の監督を適切に
行うことができるものと判断したためであります。

3

佐 藤 禎 広
さ と う よ し ひ ろ

（1962年５月２日生）

再任

2014 年10月 当社入社
2015 年７ 月 当社経営企画ユニットマネージャー
2016 年６ 月 当社執行役員 経営企画部長兼営業・業務統括部長
2018 年６ 月 当社取締役執行役員 経営企画部・業務部・ファシリ

ティ強化事業部担当 経営企画部長（営業・業務統括）
兼ファシリティ強化事業部長

2019 年６ 月 当社取締役執行役員 経営企画部・ファシリティ強化
事業部担当

2020 年６ 月 当社取締役常務執行役員 経営企画部・総務部・ファ
シリティ強化事業部担当

2021 年６ 月 当社取締役常務執行役員 総務部担当（現在に至る）

1,000株

【取締役候補者とした理由】
佐藤禎広氏を取締役の候補者とした理由は、経営企画部門、ファシリティ強化事業部門並びに総務部門の豊富な業務経験

と高い見識をもとに、引き続き当社グループの持続的な成長と企業価値の向上の実現を図ることができるものと判断したた
めであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

4
藤
ふ じ い
井 守

まもる

（1966年5月9日生）

再任

1985 年４月 当社入社
2006 年10月 当社営業本部液体物流ユニットマネージャー
2013 年７月 当社営業本部港運ユニットマネージャー 兼 物流倉

庫ユニットマネージャー
2013 年12月 当社営業本部港運ユニットマネージャー
2016 年２月 当社営業部長
2018 年６月 当社執行役員営業部長
2020 年６月 当社執行役員営業部長 兼 マーケティング部長
2021 年６月 当社取締役執行役員 業務部・ファシリティ強化事業

部・マーケティング部担当（現在に至る）

1,200株

【取締役候補者とした理由】
藤井守氏を取締役の候補者とした理由は、入社以来、業務部門、ファシリティ強化部門並びに営業部門、マーケティング

部門の豊富な業務経験と高い見識をもとに、引き続き当社グループの持続的な成長と企業価値の向上の実現を図ることがで
きるものと判断したためであります。

5

種 村 泰 一
た ね む ら や す ひ と

（1962年11月７日生）

再任 社外 独立

1991 年４月 大阪弁護士会弁護士登録 中之島中央法律事務所入所
（現在に至る）

2016 年４月 大阪弁護士会副会長
2017 年４月 枚方市人事行政制度調査審議会副会長
2018 年６月 当社社外取締役（現在に至る）
2019 年３月 大阪市開発審査会会長

（重要な兼職の状況）
中之島中央法律事務所 弁護士

0株

【社外取締役候補者とした理由と期待される役割】
種村泰一氏を社外取締役の候補者とした理由は、法律の専門家としての経験・知識等を経営に生かしていただくためであ

ります。同氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、それらの経験・知識等に基づく幅広い見地から、当社の
法制面における経営監督機能の発揮などにより、社外取締役としての職務を適切に遂行いただいていること、また、諮問委
員会においても独立した客観的な立場から適切な意見や助言をいただく等の役割を期待しており、当社の社外取締役として
適任であると判断しております。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

6

德 平 隆 之
と く ひ ら た か ゆ き

（1956年6月7日生）

新任 社外 独立

1982 年４月 大阪市役所 採用
2007 年４月 大阪市港湾局 臨海地域活性化室長
2010 年４月 同局 防災・施設担当部長
2011 年４月 同局 計画整備部長
2013 年４月 大阪市港湾局長
2016 年３月 大阪市役所 退職
2016 年６月 阪神国際港湾株式会社 取締役副社長（現在に至る）

（重要な兼職の状況）
阪神国際港湾株式会社 取締役副社長

0株

【社外取締役候補者とした理由と期待される役割】
德平隆之氏を社外取締役の候補者とした理由は、港湾行政等に携わり培われた豊富な経験、知識等を当社の経営に生かし

ていただくためであります。また、同氏は、大阪市役所を退職後、港湾物流の事業経営に携わり、豊富な経験と知識等を有
しており、当社の経営に対する的確な助言、独立の立場からの監督機能の発揮や客観的な立場から適切な意見をいただく等
の役割で社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。なお、同氏は阪神国際港湾株式会社の
副社長でありますが、同社と当社の間には資本関係及び取引関係はありません。また、過去において当社が事業用地を賃借
している大阪市港湾局の局長を務めておりましたが、2016年に退職しており、大阪市港湾局（現 大阪港湾局）との関係
はなく、独立性を有しているものと認識しております。

（注）1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 德平隆之氏は、2022年6月21日付で阪神国際港湾株式会社の取締役副社長を退任する予定であります。
3. 德平隆之氏は、2022年7月1日付で五洋建設株式会社 大阪支店の顧問に就任する予定であります。
4. 種村泰一氏及び德平隆之氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と
して指定し、同取引所に届け出ております。また、当社は独自に社外役員の独立性基準を定めており、両氏はその基準を満
たしております。その基準の内容は、13ページに記載のとおりであります。

5. 種村泰一氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。
6. 当社は、会社法第427条第1項に基づき、種村泰一氏との間で、同法第425条第1項に定める最低責任限度額まで社外取締役
の責任を限定する契約を締結しており、種村泰一氏の再任をご承認いただいた場合、当該責任限定契約を継続する予定であ
ります。また、德平隆之氏の選任をご承認いただいた場合、当該責任限定契約を締結する予定であります。

7. 当社は、2015年2月以降の取締役、監査役、執行役員及び子会社役員を被保険者として、会社法第430条の3第1項に規定す
る役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険会社との間で締結しております。保険料は全額会社が負担しております。
被保険者が役員等の地位に基づき行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や
訴訟費用等が填補されます。また、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、故意または重過失に起
因する損害賠償請求は上記保険契約により填補されません。

8. 德平隆之氏が在任している阪神国際港湾株式会社において特定の取引先からの接待等の便宜供与他、不適切事案の発生事実
があり、2020年2月に第3者委員会による調査結果として当該不適切事案が生じた背景分析や再発防止策の提言内容が公表
されております。なお、同氏は総務担当の副社長として、規程の改正、人事評価制度の改善、人事異動の見直し、内部通報
制度の改善、コンプライアンス委員会の充実など、再発防止策を策定し、実施しております。
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第４号議案 監査役１名選任の件
本総会終結の時をもって、監査役 川下晴久氏は辞任により退任されますので、監査役1名の選任をお

願いするものであります。なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

藍 場 建 志 郎
あ い ば け ん じ ろ う

（1963年12月９日生）

1988 年４月 日本開発銀行（現 株式会社日本政策投資銀行）入行
2004 年３月 日本政策投資銀行 東北支店 企画調査課長
2005 年６月 スタンフォード大学国際政策研究所 客員研究員
2006 年６月 日本政策投資銀行 情報企画部 課長
2010 年５月 株式会社日本政策投資銀行 松山事務所長
2012 年６月 株式会社日本政策投資銀行 南九州支店長
2014 年４月 株式会社日本政策投資銀行 情報企画部長
2018 年６月 株式会社日本政策投資銀行 退職
2018 年６月 ランドソリューション株式会社 取締役業務部長
2020 年６月 株式会社日本経済研究所 取締役常務執行役員 総務本部長兼

事業企画部長（現在に至る）

（重要な兼職の状況）
株式会社日本経済研究所 取締役常務執行役員 総務本部長兼事業企画部長

0株

【社外監査役候補者とした理由】
藍場建志郎氏を社外監査役の候補者とした理由は、ランドソリューション株式会社ならびに株式会社日本経済研究所において内部

統制を通じたリスク管理に携わり、その豊富な経験と高い見識を当社の監査体制の強化に生かしていただくためであります。また、
同氏は、当社の主要な取引先である株式会社日本政策投資銀行の出身者でありますが、当社の独立性基準を満たしております。従い
まして、独立かつ中立の立場から、当社経営に対する貴重な意見・助言等をいただくことにより、社外監査役としての職務を適切に
遂行いただけるものと判断しております。

（注）1. 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 藍場建志郎氏は、株式会社日本経済研究所を2022年６月17日付で退任する予定であります。
3. 藍場建志郎氏は社外監査役候補者であります。なお、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
同取引所に届け出ております。また、当社は独自に社外役員の独立性基準を定めており、同氏は当社の主要な借入先である
株式会社日本政策投資銀行を退職して5年が経過しておりませんが、同行を退職するまでの4年間は融資関係の業務に従事し
ていないことから、取締役会が独立役員として相応しいと判断し、独立役員として選任しております。その基準の内容は、
13ページに記載のとおりであります。

4. 当社は、本議案を承認いただいた場合、会社法第427条第1項に基づき、藍場建志郎氏との間で、同法第425条第1項に定め
る最低責任限度額まで社外監査役の責任を限定する契約を締結する予定であります。

5. 当社は、2015年2月以降の取締役、監査役、執行役員及び子会社役員を被保険者として、会社法第430条の3第1項に規定す
る役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険会社との間で締結しております。保険料は全額会社が負担しております。
被保険者が役員等の地位に基づき行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や
訴訟費用等が填補されます。また、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、故意または重過失に起
因する損害賠償請求は上記保険契約により填補されません。なお、藍場建志郎氏が社外監査役に就任した場合、会社法第
430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）の被保険者となる予定であります。
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第５号議案 補欠監査役２名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役２名の選任をお願いするものであ

ります。当該補欠監査役候補者のうち、五十嵐英男氏は社外監査役以外の監査役の補欠の監査役として、
片岡万枝氏は社外監査役の補欠の監査役として、それぞれ選任をお願いするものであります。
なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

五 十 嵐 英 男
い が ら し ひ で お

（1944年１月30日生）

1969 年４月 大阪市役所 採用
2004 年３月 大阪市役所 退職
2016 年６月 当社社外取締役（現在に至る）
2017 年５月 大阪港タグセンター事業協同組合 理事長（現在に至る）

（重要な兼職の状況）
大阪港タグセンター事業協同組合 理事長

0株

【補欠の監査役候補者とした理由】
五十嵐英男氏を補欠の監査役の候補者とした理由は、当社社外取締役として業務に精通されており、これまでの経験・知識等に基

づく幅広い見地から、監査役としての職務を適切に遂行し、監査体制の一層の充実を図ることができるものと判断しております。

片 岡 万 枝
か た お か か ず え

（1969年２月８日生）

1991 年10月 中央新光監査法人 入社
2006 年４月 中央青山トランザクションサービス（現 ＰwＣアドバイザリー

合同会社）へ転籍
2017 年12月 三井物産株式会社 入社
2019 年１月 EYトランザクション・アドバイザリーサービス株式会社 入社
2021 年８月 片岡公認会計士事務所 開業（現在に至る）

（重要な兼職の状況）
片岡公認会計士事務所 所長

0株

【補欠の社外監査役候補者とした理由】
片岡万枝氏を補欠の社外監査役の候補者とした理由は、公認会計士としての企業の会計に係り培われた豊富な経験と知識等を当社

の監査体制に生かしていただくためであります。同氏は、これまでの経験・知識等に基づく幅広い見地から、当社の経営に対する的
確な助言、独立の立場からの監督機能の発揮などにより、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しておりま
す。
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（注）1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 五十嵐英男氏は、補欠の監査役候補者であり、片岡万枝氏は、補欠の社外監査役候補者であります。なお、当社は片岡万枝
氏が社外監査役として選任される場合、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定で
す。また、当社は独自に社外役員の独立性基準を定めており、同氏はその基準を満たしております。その基準の内容は、
13ページに記載のとおりであります。

3. 当社は、五十嵐英男氏及び片岡万枝氏が監査役及び社外監査役に就任した場合、会社法第427条第1項に基づき、両氏との間
で、同法第425条第1項に定める最低責任限度額まで社外監査役の責任を限定する契約を締結する予定です。

4. 当社は、2015年2月以降の取締役、監査役、執行役員及び子会社役員を被保険者として、会社法第430条の3第1項に規定す
る役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険会社との間で締結しております。保険料は全額会社が負担しております。
被保険者が役員等の地位に基づき行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や
訴訟費用等が填補されます。また、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、故意または重過失に起
因する損害賠償請求は上記保険契約により填補されません。なお、両氏が監査役及び社外監査役に就任した場合、会社法第
430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）の被保険者となる予定であります。

以上
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（ご参考）
社外役員の独立性基準

当社は、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件に加え、以下の①〜⑨に該当した場合は、独立性
を有しないものとみなす。

①当社及び当社の子会社(以下、「当社グループ」という)の業務執行者(注１)
②当社グループの主要な取引先(注２)(当該取引先が法人等の団体である場合は、その業務執行者)
③当社グループの主要な借入先(注３)(借入先が法人等の団体である場合は、その業務執行者)
④当社の総議決権の10％以上の議決権を保有する個人株主、または、当社を子会社もしくは関連会社とする法
人株主の業務執行者

⑤当社グループから役員報酬以外に多額の(注４)金銭その他の財産上の利益を得ているコンサルタント、弁護
士、公認会計士等の専門的サービスを提供する者(サービスを提供する者が法人等の団体である場合は、その
業務執行者)

⑥当社グループより、多額の(注４)寄附または助成を受けている者(当該関係を有する者が法人等の団体である
場合は、その業務執行者)
⑦当社グループの会計監査人である監査法人に所属する公認会計士
⑧上記②〜⑦に最近５年間において該当していた者
⑨上記①〜⑦に該当する者が重要な者(注５)である場合において、その者の配偶者または二親等以内の親族
⑩当社の社外役員としての任期が８年を超える者
上記の①〜⑨に該当する者であっても、取締役会がその独立性を判断した結果、独立役員として相応しいと

判断すれば、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件に抵触しない限り、その者を独立役員として選
任することができる。
ただし、この場合において取締役会はその判断に至った理由について説明を行わなければならない。

(注１)業務執行者とは、法人その他の団体の取締役、執行役、執行役員、業務を執行する社員、理事、その他
これらに準じる者をいう。

(注２)主要な取引先とは、当社グループが事業活動を提供する顧客、または当社グループが作業や修理などを
委託する外注先であって、その年間取引金額が当社グループまたは相手方の直近事業年度における連結
売上高の２％以上のものをいう。

(注３)当社グループの主要な借入先とは、直近事業年度における当社グループの連結総資産の２％以上の額を
当社グループに融資しているものをいう。

(注４)多額とは、１事業年度当たり1,000万円を超える金額をいう。
(注５)重要な者とは、取締役(社外取締役を除く)、監査役(社外監査役を除く)、執行役員及び部長格以上の上級

管理職にある使用人をいう。
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（ご参考）
第３・４号議案が承認された場合の経営体制（予定）

当社のコーポレートガバナンス基本方針により、取締役ならびに監査役の資質を定めております。また、取締
役会は、株主からの委託を受け、効率的かつ実効的なコーポレートガバナンスを実現し、それを通じて、当社が
持続的に成長し、中長期的な企業価値の最大化を図ることについて責任を負うこととしております。
当社の中長期的な企業価値の最大化を図ることを推進する各取締役ならびに各監査役の専門性は以下のとおり

であります。

氏 名 属性 企業経営 業界知識 営業戦略・
マーケティング 財務会計

人事・
労務・
人材育成

法務・
リスクマネ
ジメント

取
締
役

松岡 眞 ○ ○ ○

谷本 祐介 ○ ○ ○

佐藤 禎広 ○ ○ ○

藤井 守 ○ ○

種村 泰一 社外
独立 ○

德平 隆之 社外
独立 ○ ○

監
査
役

藍場 建志郎 社外
独立 ○ ○

遠藤 眞廣 社外
独立 ○ ○

増田 康正 ○ ○ ○

以上

2022年05月30日 16時52分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



知
通
ご
集
招

告
報
業
事

類
書
算
計
結
連

類
書
算
計

書
告
報
査
監

類
書
考
参
会
総
主
株

― 15 ―

添 付 書 類
事 業 報 告
（ 2021

2022
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当社グループは、当連結会計年度より「収益認識に関する会計基準」及び「収益認識に関する会計基準の
適用指針」（以下、「収益認識会計基準等」という）を適用したことに伴い、当連結会計年度における売上高
及び売上原価は、前年同期と比較して大きく減少しております。そのため、以下の経営成績に関する説明
は、売上高及び売上原価については増減額及び前年同期比（％）を記載せずに説明しております。

当連結会計年度のわが国経済は、新たな変異株による新型コロナウイルス感染症（以下コロナ感染症）の
感染拡大の影響により、様々な社会活動が制限され、足元では、ワクチンの効果はあるものの感染者数が高
止まりし収束の見通しは立っておらず、製造業の一部では回復の動きが顕在化しましたが、引き続き厳しい
状況が続いています。またコロナ感染に端を発した物流網の混乱や資源・穀物価格の高騰に伴う物価上昇に
加え、為替・金融市場の変動など、経済活動における先行きの不透明感が再び強まっています。海外では、
欧米先進国を中心に景気が回復の兆しも見られましたが、中国を含めた世界各国で蔓延しているコロナ感染
症の影響に加え、ロシアのウクライナ侵攻による資源・エネルギー分野での世界経済への影響が金融・為替
政策の変化も相まって、結果原材料価格の高騰、円安等で回復途上のわが国の景気が下振れするリスクに引
き続き留意していく状況にあります。またこれらの影響が、日本の産業構造全体に急速な変化を促してお
り、各業界・企業の対応力が問われています。

このような情勢のもと、当社グループは、競争力のある事業基盤を形成し、全てのステークホルダーへの
貢献を継続して達成するため、第2次中期経営計画（2020年度〜2022年度）に基づき、中長期的な視点に
立った各種施策の検討を進めてまいりました。引き続き、人材育成に注力しつつ、「機動的な設備投資推進
による既存事業の更なる展開」、「産業構造の変化に対応した新規ビジネスの発掘」、「地場産業と一体となる
連携事業の育成」などの事業戦略を継続して進めてまいります。
また、2022年3月に発生しましたクレーンの不具合によりお客様へ多大なるご迷惑をおかけしたことを反

省し、港湾物流サービスを常に安定的にご提供できるよう引き続き設備の維持更新やBCP対応力の強化に努
めてまいります。
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上記の事業活動を踏まえ、当連結会計年度の売上高は、4,198百万円（前連結会計年度は4,507百万円）
となりました。
売上原価は、設備修理費などの増加により3,633百万円（前連結会計年度は3,957百万円）となりました。

また、販売費及び一般管理費につきましては、前年並みの456百万円（前年同期は458百万円）となりまし
た。
以上により、当連結会計年度の営業利益は108百万円となり、前連結会計年度に比べ17百万円、18.6％
の増益となりました。経常利益は、受取配当金や固定資産税還付金などの営業外収益を得たことなどから
217百万円となり、前連結会計年度に比べ45百万円、26.5％の増益となりました。
以上の結果、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、前年同期に計上した特別利益（損害保険
金）がなくなったため、前連結会計年度に比べ12百万円、6.5％減少し、177百万円となりました。

セグメント別の営業の概況は、次のとおりです。
（ばら貨物セグメント）
大型クレーンを使用する荷役業務は、石炭、イルメナイト、コークスなどの主力貨物の取扱数量が増加し
たことなどにより、総荷役数量は353万トンと、前連結会計年度に比べ11.2％増加し、荷役業務の売上高は
1,017百万円（前連結会計年度は900百万円）となりました。
海上運送業務につきましては、一部トランシップ業務が減少したため、売上高は595百万円（前連結会計

年度は603百万円）となりました。
保管業務につきましては、倉庫、野積保管業務ともに取扱数量が増加した結果、売上高は339百万円（前

連結会計年度は322百万円）となりました。
その他業務につきましては、不振であった子会社の陸上運送の売上が底をうち景気回復の兆しが見えてき
たことに加え荷役作業に付随する雑作業などが増加したことから、売上高は664百万円（前連結会計年度は
589百万円）となりました。
以上により、ばら貨物セグメントの売上高は2,617百万円（前連結会計年度は2,416百万円）となりまし

た。
なお、収益認識会計基準等の適用による減収影響は2百万円となります。
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（液体貨物セグメント）
石油類につきましては、重油等の荷動きが前連結会計年度に比べ好調であったことから、石油類全体の取

扱数量は増加しました。また、年度に亘り安定したタンク運営を継続できたことから、比較的高稼働率を維
持しました。この結果、売上高は770百万円（前連結会計年度は718百万円）となりました。
化学品類につきましては、新規貨物のタンクが稼働したことなどが貢献し、売上高は337百万円（前連結

会計年度は323百万円）となりました。
以上により、液体貨物セグメントの売上高は1,107百万円（前連結会計年度は1,042百万円）となりまし

た。
（物流倉庫セグメント）
物流倉庫については、収益認識会計基準等を適用した影響や、コロナ感染症等の影響により冷蔵倉庫が扱
う水産品などの取扱数量が減少したことなどにより、物流倉庫セグメントの売上高は452百万円（前連結会
計年度は1,027百万円）となりました。
なお、収益認識会計基準等の適用による減収影響は436百万円となります。

（その他のセグメント）
売電事業によるその他セグメントの売上高は20百万円となり、前連結会計年度並みとなりました。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資額は248百万円であり、その主なものは、ばら貨物セグメントにおける荷役機

械等の更新工事であります。また、当連結会計年度において継続中の設備投資として、ばら貨物倉庫の新設
工事があります。

（3）資金調達の状況
当連結会計年度において、長期運転資金として200百万円を金融機関より借入れております。
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（4）対処すべき課題
当社グループは、大阪港における事業上の好立地と、充実した設備による付加価値の高いサービスをお客
様に提供することを通して、わが国の産業の発展に貢献するという企業理念のもと、「機動的な設備投資推
進による既存事業の更なる展開」、「産業構造の変化に対応した新規ビジネスの発掘」、「地場産業と一体とな
る連携事業の育成」などの事業戦略を継続して推し進めてまいりました。
社会・経済情勢の大きな変化に的確に対応するため、当連結会計年度より、第３次中期経営計画「構造変

化への挑戦」（2022年度〜2024年度）を新たに策定いたしました。外部環境の変化に対応して経営資源を
配置・投入し、中長期的視野に立った設備投資や更新投資、メンテナンスを実施していくことで、既存事業
の足場固めを行うとともに、新規ビジネスを開拓・育成することや地場産業との関係を深めることなどによ
って、わが社の強みを生かした付加価値のある仕事を追求するなど事業ポートフォリオを改善し、長期に亘
り安定した収益を維持・拡大できる事業基盤の強化に努めてまいります。また、適正な財務基盤のもと、株
主還元の一層の充実を目指し、資本効率を高め、更なる企業価値向上に努めてまいります。次世代に残せる
事業構造への転換を図り、サステナビリティ経営を推進することで、当社グループを取り巻くすべてのステ
ークホルダーに貢献することを最重要課題と位置付けております。また、外部環境の変化や取り組みの進捗
状況などを踏まえ、事業戦略等を継続的に検証し柔軟に対応するシステムを取り入れております。

以上のことから、新たに策定した第３次中期経営計画の骨子を以下のように定めています。
① 構造変化に対応した経営資源の配置・投入により長期的な安定収益力の維持・向上とこれを支える資
本・財務政策を実施

② サステナビリティ経営を意識し、全てのステークホルダーへのさらなる貢献
③ 第２次中期経営計画で策定した基本方針はブラッシュアップして継続

なお、働き方改革に対応した職場環境や人事制度を整備するとともに、事業の継続性を担保できる人材を
確保し、コンプライアンス意識向上や安全強化等に向けた社員教育の充実、内部統制や社員の行動基準等の
自主監査の充実などを通じて、社員の育成を図り、企業の社会的責任を果たす方針であります。
さらに、港湾物流サービスを安定的にご提供出来るように、業務上の中核設備を中心に積極的な維持管理

を施すとともに、当社グループに所属するすべての者の健康・衛生管理に万全の体制を取ることに細心の注
意を払ってまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援・ご鞭撻を賜りますようにお願い申し上げます。
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（5）財産及び損益の状況の推移
①企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 77 期
（2019年３月期）

第 78 期
（2020年３月期）

第 79 期
（2021年３月期）

第 80 期（当期）
（2022年３月期）

売 上 高 4,426百万円 4,627百万円 4,507百万円 4,198百万円

経 常 利 益 112百万円 282百万円 171百万円 217百万円

親会社株主に帰属する当期純利益 143百万円 234百万円 189百万円 177百万円

１株当たり当期純利益 95円46銭 156円25銭 126円31銭 118円09銭

総 資 産 6,285百万円 6,477百万円 7,150百万円 7,576百万円

純 資 産 3,886百万円 3,825百万円 4,309百万円 4,627百万円
（注） 当社は、2018年10月１日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。これに伴い、第77期の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、1株当たり当期純利益を算定しております。
②当社の財産及び損益の状況

区 分 第 77 期
（2019年３月期）

第 78 期
（2020年３月期）

第 79 期
（2021年３月期）

第 80 期（当期）
（2022年３月期）

売 上 高 4,241百万円 4,433百万円 4,339百万円 4,020百万円

経 常 利 益 102百万円 266百万円 178百万円 213百万円

当 期 純 利 益 135百万円 224百万円 191百万円 174百万円

１株当たり当期純利益 90円09銭 149円36銭 127円72銭 116円35銭

総 資 産 6,241百万円 6,425百万円 7,094百万円 7,524百万円

純 資 産 3,883百万円 3,811百万円 4,297百万円 4,612百万円
（注） 当社は、2018年10月１日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。これに伴い、第77期の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、1株当たり当期純利益を算定しております。
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（6）重要な親会社及び子会社の状況等
① 親会社の状況
当社は親会社を有しておりません。

② 重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

浪花建設運輸株式会社 40百万円 100％ 陸上貨物自動車運送業

③ 重要な企業結合の状況
埠頭ジャスタック株式会社は当社の議決権の19.4％を所有しております（外に同社の緊密な者又は同意
している者の所有割合が8.9％あります）。当社は、同社を業務内容に精通した会社として船内荷役並び
に構内作業等の業務の委託及び設備修理等の工事の発注を行っております。

④ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

（7）主要な事業内容（2022年３月31日現在）
港湾運送事業、倉庫業、陸上貨物自動車運送業、貨物利用運送業、売電事業

（8）主要な事業所（2022年３月31日現在）
①当社

名称 所在地 名称 所在地

本 社 大 阪 市 此 花 区 第１タンクターミナル 大 阪 市 此 花 区

東 京 営 業 所 東 京 都 中 央 区 第２・第３タンクターミナル 大 阪 市 此 花 区

本 社 埠 頭 大 阪 市 此 花 区 冷 蔵 倉 庫 大 阪 市 此 花 区

②子会社
会社名 名称 所在地

浪 花 建 設 運 輸 株 式 会 社 本 社 大 阪 市 大 正 区
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（9） 従業員の状況（2022年３月31日現在）
①企業集団の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

93名 ＋6名
（注） 従業員数は就業人員数であります。なお、使用人兼務役員を含んでおりますが、臨時雇用者数は含んでおりません。

②当社の状況
従業員数（前期末比増減） 平均年齢 平均勤続年数

74（＋6）名 45.6歳 16.9年

（注） 従業員数は就業人員数であります。なお、臨時雇用者数は含んでおりません。

（10）主要な借入先（2022年３月31日現在）
借 入 先 借入金残高

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 420百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 312

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 306

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 225

株 式 会 社 り そ な 銀 行 199

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 4,000,000株
（2）発行済株式の総数 1,540,000株（自己株式38,740株を含む。）
（3）株 主 数 1,212名
（4）大 株 主

株 主 名 持 株 数 持株比率

埠 頭 ジ ャ ス タ ッ ク 株 式 会 社 290千株 19.3％

セ オ 運 輸 株 式 会 社 145 9.7

丸 協 産 業 株 式 会 社 111 7.4

原 伊 都 子 109 7.3

株式会社日本カストディ銀行（信託口4） 76 5.1

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 44 3.0

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 38 2.6

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 38 2.6

尾 崎 保 秀 23 1.6

原 勝 隆 16 1.1
（注） 持株比率は発行済株式の総数から自己株式を除く1,501,260株により算出しており、総議決権数14,969個により算出す

る議決権比率とは値が異なる場合があります。

（5）その他株式に関する重要な事項
当社は、2022年4月4日より移行される㈱東京証券取引所の新市場区分としてスタンダード市場を選択
し、2021年9月17日に同所へ申請しておりました。2022年1月11日付同所公表の新市場区分の選択結果の
とおり、当社の新市場区分は、「スタンダード市場」となりました。

3. 会社の新株予約権等に関する事項（2022年３月31日現在）
該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（2022年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長執行役員 松 岡 眞 内 部 監 査 室 ・ 営 業 部 担 当

取締役専務執行役員 谷 本 祐 介 コーポレート（総務部・経理部統括）・営業部（特命）担当

取締役常務執行役員 佐 藤 禎 広 総 務 部 担 当

取 締 役 執 行 役 員 藤 井 守 業務部・ファシリティ強化事業部・マーケティング部担当

取 締 役 五 十 嵐 英 男 大阪港タグセンター事業協同組合 理事長

取 締 役 種 村 泰 一 中 之 島 中 央 法 律 事 務 所 弁 護 士

常 勤 監 査 役 増 田 康 正

監 査 役 遠 藤 眞 廣 神戸監査法人 代表社員、遠藤公認会計士事務所 所長

監 査 役 川 下 晴 久 金 谷 ホ テ ル 株 式 会 社 社 外 監 査 役
（注）1. 取締役 五十嵐英男氏及び種村泰一氏は社外取締役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員としての届出を

行っております。
2. 監査役 遠藤眞廣氏及び川下晴久氏は社外監査役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員としての届出を行
っております。

3. 監査役 遠藤眞廣氏は公認会計士・税理士の資格を有しており、監査役 増田康正氏及び川下晴久氏は企業経営者と
しての豊富な経験を有しております。両氏とも財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

（2）当事業年度中の取締役及び監査役の異動
① 2021年６月24日開催の第79回定時株主総会において、藤井守氏が新たに取締役に選任され、就任いた
しました。また、増田康正氏が新たに監査役に選任され、就任いたしました。

② 2021年６月24日開催の第79回定時株主総会終結の時をもって、取締役 平井正博氏及び増田康正氏が
任期満了により、退任いたしました。また、監査役 江川忠利氏が辞任により、退任いたしました。
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（3）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、各社外取締役及び各監査役との間で、同法第425条第１
項に定める最低責任限度額まで、同法第423条第1項の責任を限定する契約を締結しております。

（4）役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）の内容の概要
当社は、2015年2月以降の取締役、監査役、執行役員及び子会社役員を被保険者として、会社法第430条
の3第1項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険会社との間で締結しております。保険料
は全額会社が負担しております。被保険者が役員等の地位に基づき行った行為に起因して損害賠償請求がな
されたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が填補されます。また、被保険者の職務の執行
の適正性が損なわれないようにするため、故意または重過失に起因する損害賠償請求は上記保険契約により
填補されません。

（5）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係（2022年３月31日現在）
社外取締役五十嵐英男氏は大阪港タグセンター事業協同組合の理事長であります。なお、同組合との間

にはタグボートの使用に係る営業取引があり、当事業年度における取引金額は4,867千円であります。ま
た、同組合と当社の間には資本関係はありません。
社外取締役種村泰一氏は当社が顧問契約を締結しております中之島中央法律事務所に所属している弁護

士であります。同事務所との間に弁護士委託に係る報酬があり、当事業年度における報酬金額は909千円
であります。また、同事務所と当社の間には資本関係はありません。
社外監査役遠藤眞廣氏は神戸監査法人の代表社員及び公認会計士事務所を営んでおります。同法人並び

に同事務所と当社の間には取引関係はありません。
社外監査役川下晴久氏は金谷ホテル株式会社の社外監査役であります。なお、同社と当社との間には、

資本関係及び取引関係はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況と役割

社外取締役 五十嵐 英 男

当事業年度に開催した取締役会13回全てに出席し、港
湾行政等に係わり培われた豊富な経験、知識等に基づ
く幅広い見地から、当社の事業計画等に対し的確な意
見や助言を述べ、議論を深めた。また、諮問委員会に
おいては、３回全てに出席し、独立した客観的な立場
から適切な意見を述べることで役割を果たしました。

社外取締役 種 村 泰 一

当事業年度に開催した取締役会13回全てに出席し、法
律の専門家としての経験、知識等に基づく幅広い見地
から積極的に質問することによって、当社の法制面に
おける経営監視機能を充分に発揮した。また、諮問委
員会においては、３回全てに出席し、独立した客観的
な立場から適切な意見を述べることで役割を果たしま
した。

区 分 氏 名 主な活動状況

社外監査役 遠 藤 眞 廣

当事業年度に開催した取締役会13回及び監査役会14
回全てに出席し、主に公認会計士、税理士としての専
門的な知見から適宜発言を行い、監査機能を充分に発
揮した。また、諮問委員会の委員長として、３回全て
に出席し、独立した客観的な立場から諮問事項に対し
適正な対応を行うとともに、実効性を高めた同会の運
営を行った。

社外監査役 川 下 晴 久

当事業年度に開催した取締役会13回及び監査役会14
回全てに出席し、主に企業経営者としての豊富な経験
と高い見識から適宜発言を行い、監査機能を充分に発
揮した。また、諮問委員会においては、３回全て（う
ち事務局として２回）に出席し、独立した客観的な立
場から適切な意見を述べた。

（6）取締役及び監査役の報酬等の総額
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
（Ⅰ）報酬等の決定方針の決定方法
当社の報酬等の決定方針につきましては、諮問委員会の意見、助言を踏まえ、取締役会で決定しており
ます。
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（Ⅱ）当該方針の内容の概要
≪取締役報酬制度の基本的な考え方≫
当社を取り巻く経営環境の変化に対応するべく、業績及び企業価値の向上をより一層図るためには、取
締役報酬にインセンティブとしての機能を明確に備えることが必要であり、業績指標に基づく業績連動型
報酬を組み入れた報酬体系とする。具体的には、業務執行を伴う取締役の報酬は、固定報酬、業績連動報
酬により構成し、業務執行を伴わない取締役の報酬については、その職務に鑑み、固定報酬のみを支払う
こととする。

≪取締役報酬の構成≫
取締役の報酬等は、業績連動報酬を含む年額180百万円以内（うち、社外取締役分年額20百万円以内）

の範囲内で、固定報酬、業務執行を伴う取締役に限定して支給する業績連動報酬で構成する。
業績連動報酬は、業績指標に対する本決算の実績に基づき、取締役会で決議した算定方法に則り、業績

連動報酬総額を算出するため、本実績の内容により流動的となるものの、構成割合は概ね0〜3割とする。
業務の執行を伴わない社外の取締役の報酬割合は、全額固定報酬とする。

≪取締役報酬の決定方法≫
（イ）固定報酬

取締役の個人別の固定報酬については、別に定めた役位別並びに勤務形態別の報酬額（基準報酬
額）を基に、代表取締役社長が各人別の月額の固定報酬案を作成し、同案に対する諮問委員会での
意見、助言を踏まえて取締役会にて決定する。

（ロ）業績連動報酬
業務執行を伴う各取締役の個人別の業績連動報酬については、業績指標に対する本決算の実績に

基づき、取締役会で決議した算定方法に則り、業績連動報酬総額を算出し、各人別の報酬額を決定
する。
業績指標及び算定方法の決定手順は、以下のとおりとする。
ⅰ取締役会は、業績指標、算定方法、並びに役位に応じた各人への分配率に関する案を作成す
る。

ⅱ諮問委員会は、その内容について意見、助言を行う。
ⅲ取締役会は、諮問委員会の意見、助言を踏まえて業績指標、算定方法、並びに役位に応じた
各人への分配率を決定する。
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≪取締役報酬の支給時期≫
（イ）固定報酬

取締役の固定報酬の支給時期については、毎月支給する。

（ロ）業績連動報酬
業務執行を伴う取締役の業績連動報酬については、対象事業年度の決算期末に在籍していること
を条件とし、対象事業年度の株主総会開催日の翌日から１カ月を経過する日までに支給する。

≪業務執行を伴う取締役の業績連動報酬の算定方法≫
業務執行を伴う取締役の業績連動報酬の算定方法については、2021年3月18日開催の取締役会にて決
議した「取締役の報酬等の決定方針」及び2021年4月28日開催の取締役会にて決議した「業務執行取締
役の業績連動報酬の算定方法」に定める方法により、以下の通り算定する。

ⅰ業績指標
業績指標は、連結営業利益とする。

ⅱ業績連動報酬の支給条件及び総額の算定
業績連動報酬は、連結営業利益が一定額以上であることを条件として支給する。
ⅲ業務執行を伴う各取締役への分配
役位毎に定めた配分率に基づき分配する。

② 取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
当社においては、決定方針の具体的な手順に則り、代表取締役社長が作成した報酬原案を、諮問委員会
の意見等を踏まえて、取締役会で各取締役の報酬額を決定していることから、その内容は決定方針に沿う
ものであると判断しております。

③ 監査役の報酬等の額又は算定方法に係る決定方針に関する事項
監査役の基本報酬については、諮問委員会の意見や助言を踏まえて、監査役の勤務形態に応じた基準報

酬額に基づき、監査役の協議のうえ決定し、固定報酬のみを毎月支給する。

④ 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
当社取締役の金銭報酬の額（業務執行取締役に対する業績連動報酬も含む）につきましては、2021年6

月24日開催の定時株主総会において、年額180百万円以内（うち、社外取締役分年額20百万円以内）と
決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は6名（うち、社外取締役は2名）です。
また、当社監査役の金銭報酬の額につきましても、同定時株主総会において、年額60百万円以内と決議

しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は3名です。
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⑤ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員の
員数（名）基本報酬 業績連動報酬

取締役 83 83 － 8

（うち社外取締役） （8） （8） （－） （2）

監査役 24 24 － 4

（うち社外監査役） （12） （12） （－） （3）

（注）1. 当社は、2021年6月24日開催の第79回定時株主総会において、業績向上へのインセンティブ機能をより一層図るべ
く、月額の固定報酬に業績連動報酬を加えた報酬体系へ変更させていただくことといたしました。なお、当事業年度
の取締役の報酬等につきましては、業績連動報酬の支給条件を満たさなかったことから、業績連動報酬の支給はな
く、基本報酬のみとなります。

2. 当事業年度末の現在の人員は、取締役６名、監査役３名であります。なお、対象となる役員の員数には、2021年６
月24日開催の定時株主総会をもって退任した取締役１名、監査役１名が含まれております。

5. 会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称 EY新日本有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 24百万円
② 当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額 24百万円

（注）1. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計
画の内容、職務の遂行状況及び報酬の実績の推移、報酬見積りの算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等
の額につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額
を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

（3）非監査業務の内容
再生可能エネルギー固定価格買取制度の減免申請に関する確認業務

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査

役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。また、監査役会は上記の場合のほか、会
計監査人の職務の執行に支障がある場合や適切な監査体制の確保、向上のために会計監査人の変更が妥当で
あると認められる場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い
たします。これらの場合、監査役会が選定した監査役が解任後最初に招集される株主総会におきまして、会
計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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6. 業務の適正を確保するための体制
当社は業務の適正を確保するための体制の整備について取締役会において決議しております。その概要及び

運用状況は以下のとおりであります。

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
取締役は、原則月１回開催する取締役会のほか、原則週１回開催する経営会議において、取締役会規程及

び経営会議規程に基づき重要な業務執行に関する事項の審議・決定と重要事項に関する報告を行う。また、
各担当取締役は、業務が法令・定款その他諸規則に従い適法かつ適切であるかどうかを判断し執行する。
監査役は、取締役から担当業務に関する情報を適宜聴取するとともに、取締役会及び経営会議に出席しそ
の業務が適法かつ適正かを監査し、必要に応じて意見を述べる。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役は、当社の「文書管理規程」に従い取締役の職務執行に係る文書・電磁的記録の保存及び管理を行

い、他の取締役及び監査役からの文書の閲覧要請に備える。

（3）当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
各部の所管業務に付随するリスク管理は、当該担当部が行うとともに、防災、環境等の各個別委員会（以

下、個別委員会という。）が、当該委員会所管業務のリスク管理を横断的に行う。
子会社の業務に付随するリスク管理については、管轄する営業部が子会社の社長とともに行う。子会社を
含む企業集団の総合的リスク管理に関しては、代表取締役社長を委員長とする「サステナビリティ委員会」
が行う。サステナビリティ委員会は、定期に開催され、常勤監査役及び内部監査室長も出席し、必要に応じ
て意見を述べる。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役は、各部及び各個別委員会の職務の職掌、権限を明確にし、情報処理の効率化と情報の社内共有化
を促進させる。また、コンプライアンスに留意しつつ、経営目標の使用人への浸透を図りその達成に向け職
務執行の効率性確保に継続して努力する。

（5）使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
代表取締役社長は、サステナビリティ基本方針に基づき、コンプライアンス・ポリシーを表明し、使用人
に対し明確な行動基準を示す。
各部・各個別委員会は、その所管業務に付随するコンプライアンス管理（教育を含む。）を行う。サステ
ナビリティ委員会は、全社的管理を行う。また、内部監査室がコンプライアンス及びリスク管理状況に関す
る内部監査機能を担う。
また、内部通報制度を設ける。

2022年05月30日 16時52分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 30 ―

（6）当社及び子会社における業務の適正を確保するための体制
子会社の業務の執行については、その自律性を尊重しつつも、当該子会社を管轄する営業部と経理部が

「子会社等管理規程」に基づき適切に管理する。営業部と経理部は、子会社の取締役等の職務の執行が効率
的に行われることを確保するため、定期に子会社の経営内容に係る情報を収集し検証を行う。両部の担当取
締役は、その結果を取締役会へ報告する。子会社に係る承認事項については、営業部が子会社とともに検討
し、経営会議または稟議書により代表取締役社長の決裁を受ける。また、監査役は、必要に応じて子会社の
業務監査または会計監査を実施し適法性について監査する。さらに、内部監査室は、子会社の取締役等及び
使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、内部監査規程に基づく子会社の業務監
査を実施するとともに、会計監査を実施し適法性について監査する。代表取締役社長は、当社のコンプライ
アンス・ポリシーと行動基準を子会社と協力会社に対し明確に示す。

（7）当社及び子会社の取締役及び使用人の監査役への報告体制その他監査役への報告に関する体制及び監査役
監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたとき
は、速やかに適切な報告を行う。また、法令等の違反行為や、当社または子会社に著しい損害を及ぼすおそ
れのある重要事実などを発見した場合は、内部通報制度等によりその内容を監査役に伝達しなければならな
い。なお、当該通報をしたことを理由として、会社は通報者に対し不利益な取扱いを行うことを禁止する。
また、監査役は、職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、会社の費用負担で独自に外部専門家
（公認会計士、弁護士等）に助言を求めることや、調査、鑑定その他の事務を委託することができる。また、
監査役は経営者の不適切行動の予兆等を把握した場合には、内部監査室と連携し諮問委員会に報告するとと
もに、必要に応じて取締役会に対策を求めることができる。

（8）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該
使用人の取締役からの独立性に関する事項
当社は、監査役の要請がある場合には、監査役の職務を補助すべき使用人を任命する。また、当該使用人
に対する指揮命令権は監査役会に属する。当該使用人の異動、評価等を行う場合は、予め監査役会の承認を
求めなければならない。

（9）反社会的勢力排除に向けた体制
当社は、コンプライアンス・ポリシーと行動基準に、反社会的勢力からの取引や金銭の要求には毅然と対
応し、一切関係を持たない旨を明記するとともに、社内研修等を通じて周知徹底を図る。また、総務部が中
心となり、外部の専門機関と連携して情報の収集、交換を行うなど反社会的勢力排除に向けた体制を整備す
る。
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（10）業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社ではコンプライアンス・ポリシーと行動基準をホームページ及び社内イントラに掲示するなどし、当
社グループ内への周知を図っております。また、その遵守状況については内部監査室による内部監査の際に
評価を行っており、法令及び定款違反の発生または発生する恐れが認められる場合には、厳正な調査等を実
施して、再発防止を図ってまいります。
職務の執行に際しては、当事業年度において取締役会は13回、経営会議は50回開催され、取締役会規程
及び経営会議規程に基づき重要な業務執行に係る審議・決定と報告が行われました。使用人に対しては経営
会議の審議、報告内容を通知し、情報の共有化を図るとともに、職務分掌規程及び職務権限規程により各部
の職掌、権限を明らかにしております。
内部通報制度については、内部通報制度規程により内部通報に係る調査への協力義務、内部通報実施者に
対する不利益取扱いの禁止などが規定されており、その運用状況は内部監査室がモニタリングしておりま
す。
リスク管理については、「リスク管理とコンプライアンスに関する委員会（以下、RC委員会という。）」に

て行っておりましたが、2021年12月1日付で定めた当社サステナビリティ基本方針を確実に実行していく
ため、同日に設置されたサステナビリティ委員会にて行うこととし、同日付でRC委員会を廃止しておりま
す。
リスクに対しては、リスク管理規程に基づき各部が所管業務に係るリスク管理状況報告書を作成し、

2021年4月にRC委員会で検証を行いました。なお、RC委員会の開催も含め、サステナビリティ委員会は当
事業年度において4回開催されております。
監査役は取締役会、経営会議及びサステナビリティ委員会に出席し、必要に応じて監査役の意見を述べる
とともに、代表取締役社長及び会計監査人と定期的に会合し、コンプライアンスや内部統制等について意見
交換を行っております。また、監査役補助使用人規程を設け、監査役を補助すべき使用人に関する事項及び
取締役からの独立性に関する事項を定めております。
子会社に対しては子会社管理規程に基づき子会社の経営に係る審議・決定及び報告が取締役会及び経営会
議で行われ、監査役及び内部監査室長は定期的に子会社を訪問し必要な監査を実施いたしました。
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7. 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は財務報告の信頼性を確保するための「財務報告の基本方針」を取締役会において決議しております。

その方針・原則は以下のとおりであります。
財務報告の信頼性の確保は企業活動の根幹であるため、当社並びに当社の子会社及び関連会社は、財務報告

の重要な事項に虚偽記載が生じることがないよう、以下の基本方針に基づき、適正な財務情報を開示し、経営
の透明性を確保して堅実な企業経営を実施する。

1. 一般に公正妥当と認められる会計基準その他の関連法規に準拠し作成した財務報告を適時に開示する
ことにより、情報開示の透明性及び公平性を確保する。

2. 全ての役職員は、財務報告に係る内部統制の役割の重要性を強く認識し、自らの業務との関連におい
て、適切な内部統制の整備及び運用に努める。

3. 構築した内部統制の仕組みが有効に機能しているかどうかを確認するため、定期的かつ継続的に内部
統制の整備及び運用状況の評価を実施するとともに、不備がある場合は是正のために適切な対応を図
る。

4. 毎年「財務報告の基本方針」の内容を見直し、変更の有無に拘らず、当社の取締役会において「財務
報告の基本方針」について決議を行う。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てております。
また、比率は表示単位未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2022年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） 千円 （負 債 の 部） 千円

流 動 資 産 3,001,874 流 動 負 債 830,475
現 金 及 び 預 金 1,542,709 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 192,065
売 掛 金 443,831 １年内返済予定の長期借入金 197,794
リ ー ス 投 資 資 産 888,805 リ ー ス 債 務 14,460
貯 蔵 品 48,703 未 払 法 人 税 等 11,768
そ の 他 85,127 契 約 負 債 17,076
貸 倒 引 当 金 △7,303 賞 与 引 当 金 38,400

そ の 他 358,909
固 定 資 産 4,574,303 固 定 負 債 2,118,083
有 形 固 定 資 産 1,724,785 長 期 借 入 金 1,266,694
建 物 及 び 構 築 物 1,085,869 リ ー ス 債 務 74,052
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 465,432 繰 延 税 金 負 債 343,720
工 具、 器 具 及 び 備 品 62,441 環 境 対 策 引 当 金 58,001
リ ー ス 資 産 83,966 退 職 給 付 に 係 る 負 債 4,324
建 設 仮 勘 定 27,074 資 産 除 去 債 務 28,056
無 形 固 定 資 産 294,534 そ の 他 343,234
借 地 権 288,937 負 債 合 計 2,948,558
そ の 他 5,597 （純 資 産 の 部）
投資その他の資産 2,554,982 株 主 資 本 3,786,910
投 資 有 価 証 券 2,102,392 資 本 金 770,000
退 職 給 付 に 係 る 資 産 82,911 資 本 剰 余 金 365,161
繰 延 税 金 資 産 377 利 益 剰 余 金 2,707,472
そ の 他 369,301 自 己 株 式 △55,723

その他の包括利益累計額 840,708
その他有価証券評価差額金 840,708
純 資 産 合 計 4,627,618

資 産 合 計 7,576,177 負債及び純資産合計 7,576,177
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
（ 2021

2022
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

科 目 金 額
千円 千円

売 上 高 4,198,449
売 上 原 価 3,633,503
売 上 総 利 益 564,945
販売費及び一般管理費 456,176
営 業 利 益 108,769
営 業 外 収 益
受 取 利 息 412
受 取 配 当 金 67,742
固 定 資 産 税 還 付 金 40,745
そ の 他 21,225 130,126

営 業 外 費 用
支 払 利 息 18,011
そ の 他 3,588 21,600

経 常 利 益 217,295
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,457
固 定 資 産 売 却 益 333 2,791

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 23,775 23,775

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 196,311
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 23,858
法 人 税 等 調 整 額 △4,837 19,020
当 期 純 利 益 177,290
親会社株主に帰属する当期純利益 177,290

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（ 2021

2022
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位 千円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 770,000 365,161 2,567,562 △55,723 3,646,999
会計方針の変更による累積的影響額 △7,354 △7,354
会計方針の変更を反映した当期首残高 770,000 365,161 2,560,207 △55,723 3,639,644
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △30,025 △30,025
親 会 社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 177,290 177,290
自 己 株 式 の 取 得 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 147,265 ― 147,265
当 期 末 残 高 770,000 365,161 2,707,472 △55,723 3,786,910

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 662,192 662,192 4,309,192
会計方針の変更による累積的影響額 △7,354
会計方針の変更を反映した当期首残高 662,192 662,192 4,301,837
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △30,025
親 会 社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 177,290
自 己 株 式 の 取 得 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 178,515 178,515 178,515
当 期 変 動 額 合 計 178,515 178,515 325,781
当 期 末 残 高 840,708 840,708 4,627,618

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2022年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） 千円 （負 債 の 部） 千円

流 動 資 産 2,915,639 流 動 負 債 804,557
現 金 及 び 預 金 1,482,375 買 掛 金 196,110
売 掛 金 419,733 １年内返済予定の長期借入金 197,794
リ ー ス 投 資 資 産 888,805 リ ー ス 債 務 14,460
貯 蔵 品 48,703 未 払 金 74,072
前 払 費 用 38,085 未 払 費 用 172,006
未 収 入 金 43,602 未 払 法 人 税 等 10,753
そ の 他 1,638 契 約 負 債 17,076
貸 倒 引 当 金 △7,303 前 受 金 18,150

預 り 金 7,403
賞 与 引 当 金 37,632
そ の 他 59,097

固 定 資 産 4,608,432 固 定 負 債 2,106,544
有 形 固 定 資 産 1,707,197 長 期 借 入 金 1,266,694
建 物 425,026 リ ー ス 債 務 74,052
構 築 物 650,307 繰 延 税 金 負 債 343,720
機 械 及 び 装 置 455,239 環 境 整 備 引 当 金 58,001
船 舶 71 資 産 除 去 債 務 20,841
車 輛 運 搬 具 3,068 そ の 他 343,234
工 具、 器 具 及 び 備 品 62,441 負 債 合 計 2,911,101
リ ー ス 資 産 83,966
建 設 仮 勘 定 27,074 （純 資 産 の 部）
無 形 固 定 資 産 294,534 株 主 資 本 3,772,262
借 地 権 288,937 資 本 金 770,000
ソ フ ト ウ ェ ア 3,558 資 本 剰 余 金 365,161
そ の 他 2,038 資 本 準 備 金 365,161
投資その他の資産 2,606,701 利 益 剰 余 金 2,692,824
関 係 会 社 株 式 58,340 利 益 準 備 金 192,500
投 資 有 価 証 券 2,100,852 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,500,324
そ の 他 447,508 別 途 積 立 金 1,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 1,500,324
自 己 株 式 △55,723
評 価 ・ 換 算 差 額 等 840,708
その他有価証券評価差額金 840,708
純 資 産 合 計 4,612,970

資 産 合 計 7,524,072 負債及び純資産合計 7,524,072
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（ 2021

2022
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

科 目 金 額
千円 千円

売 上 高 4,020,049
売 上 原 価 3,484,601
売 上 総 利 益 535,448
販売費及び一般管理費 429,965
営 業 利 益 105,482
営 業 外 収 益
受 取 利 息 412
受 取 配 当 金 67,742
固 定 資 産 税 還 付 金 40,745
そ の 他 20,856 129,757

営 業 外 費 用
支 払 利 息 18,011
そ の 他 3,588 21,600

経 常 利 益 213,640
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,457
固 定 資 産 売 却 益 333 2,791

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 23,775 23,775

税 引 前 当 期 純 利 益 192,655
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 22,843
法 人 税 等 調 整 額 △4,861 17,981
当 期 純 利 益 174,674

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（ 2021

2022
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位 千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合 計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 770,000 365,161 365,161 192,500 1,000,000 1,363,030 2,555,530
会計方針の変更による累積的影響額 △7,354 △7,354
会計方針の変更を反映した当期首残高 770,000 365,161 365,161 192,500 1,000,000 1,355,675 2,548,175
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △30,025 △30,025
当 期 純 利 益 174,674 174,674
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 144,649 144,649
当 期 末 残 高 770,000 365,161 365,161 192,500 1,000,000 1,500,324 2,692,824

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △55,723 3,634,967 662,192 662,192 4,297,160
会計方針の変更による累積的影響額 △7,354 △7,354
会計方針の変更を反映した当期首残高 △55,723 3,627,612 662,192 662,192 4,289,805
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △30,025 △30,025
当 期 純 利 益 174,674 174,674
自 己 株 式 の 取 得 ― ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 178,515 178,515 178,515
当 期 変 動 額 合 計 ― 144,649 178,515 178,515 323,165
当 期 末 残 高 △55,723 3,772,262 840,708 840,708 4,612,970

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

2022年05月30日 16時52分 $FOLDER; 38ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



知
通
ご
集
招

告
報
業
事

類
書
算
計
結
連

類
書
算
計

書
告
報
査
監

類
書
考
参
会
総
主
株

― 39 ―

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2022年５月17日

櫻島埠頭株式会社
取 締 役 会 御中

EY新日本有限責任監査法人
大阪事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 平 井 啓 仁

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 竹 徹

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、櫻島埠頭株式会社の2021年４月１日から2022年

３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、櫻島埠頭株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2022年５月17日

櫻島埠頭株式会社
取 締 役 会 御中

EY新日本有限責任監査法人
大阪事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 平 井 啓 仁

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 竹 徹

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、櫻島埠頭株式会社の2021年４月１日から

2022年３月31日までの第80期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

2022年05月30日 16時52分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 44 ―

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
監 査 報 告 書

当監査役会は、2021年4月1日から2022年3月31日までの第80期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、電話回
線又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監査室、その他の使用人等と
意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しま
した。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び
情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けるとともに、子会社に赴き調査をい
たしました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見表明をいたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2022年５月20日

櫻島埠頭株式会社 監査役会
常勤監査役 増 田 康 正㊞
監査役 遠 藤 眞 廣㊞
監査役 川 下 晴 久㊞

（注）監査役のうち、監査役遠藤眞廣及び川下晴久は、会社法第2条第16号及び第335条第3項に定める
社外監査役であります。

以 上
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株主総会会場ご案内略図

会場 大阪市福島区福島五丁目６番16号
ホテル阪神 10階 クリスタルルーム
電話（06）6344-1661（代表）

開催場所が昨年と異なりますので、お間違えのないようご来場ください。

交通 Ｊ Ｒ 大 阪 環 状 線……福島駅徒歩１分
Ｊ Ｒ 東 西 線……新福島駅徒歩３分
阪 神 電 鉄 本 線……福島駅徒歩３分

※ なお、当日は駐車場の準備はいたしておりませんので、あしからず
ご了承ください。

2022年05月30日 16時52分 $FOLDER; 48ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）


